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議第２号 

 

瑞浪市個人情報保護条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市個人情報保護条例の一部を改正する条例を次のように制定するもの

とする。 

 

平成３０年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

瑞浪市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

瑞浪市個人情報保護条例（平成１２年条例第４５号）の一部を次のように

改正する。 

目次中「、削除」を削り、「第２０条」を「第２０条の２」に改める。 

第１条中「開示及び訂正等」を「開示等」に改める。 

第２条第１号を次のように改める。 

（１） 個人情報 個人に関する情報であって、次のいずれかに該当する

ものをいう。ただし、事業を営む個人の当該事業に関する情報及び法人

その他の団体に関して記録された情報に含まれる当該法人その他の団体

の役員に関する情報を除く。 

ア 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若

しくは電磁的記録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の

知覚によっては認識することができない方式をいう。）で作られる記

録をいう。以下同じ。）に記載され、若しくは記録され、又は音声、 

動作その他の方法を用いて表された一切の事項（個人識別符号を除く。 

 ）をいう。以下同じ。）により特定の個人を識別することができるも

の（他の情報と照合することができ、それにより特定の個人を識別す

ることができることとなるものを含む。） 

イ 個人識別符号が含まれるもの 
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第２条中第９号を第１１号とし、第８号を第１０号とし、第７号を第９号

とし、同条第６号中「未成年者又は成年後見人」を「未成年者若しくは成年

被後見人」に、「未成年者若しくは成年後見人」を「未成年者若しくは成年

被後見人」に改め、「代理人）」の次に「又は病気その他やむを得ない理由

により自ら請求することができない者として実施機関が認める者の代理人」

を加え、同号を同条第８号とし、同条第５号中「第２項」の次に「（これら

の規定を番号法第２６条において準用する場合を含む。）」を加え、同号を

同条第７号とし、同条中第４号を第６号とし、第３号を第５号とし、第２号

を第４号とし、第１号の次に次の２号を加える。 

（２） 個人識別符号 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律

（平成１５年法律第５８号）第２条第３項に規定する個人識別符号をい

う。 

（３） 要配慮個人情報 本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の

経歴、犯罪により害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見

その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するものと

して規則で定める記述等が含まれる個人情報をいう。 

第７条を次のように改める。 

（収集等の制限） 

第７条 実施機関は、要配慮個人情報（個人情報に該当しない特定個人情報

を含む。）の収集等をしてはならない。ただし、法令、条例若しくは規則

（以下「法令等」という。）に定めがあるとき又は実施機関が瑞浪市個人

情報保護審査会（第２３条第１項を除き、以下「審査会」という。）の意

見を聴いて公益上特に必要があると認めるときは、この限りでない。  

第１０条を次のように改める。 

（適正管理） 

第１０条 実施機関は、個人情報（個人情報に該当しない特定個人情報を含

む。以下この条において同じ。）の収集等を行うときは、当該個人情報の

取扱責任者を定めるとともに、次に掲げる事項について必要な措置を講じ

なければならない。 

（１） 個人情報を常に正確かつ最新のものとすること。 

（２） 個人情報の漏えい、滅失、改ざん、毀損等を防止すること。 
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（３） 保有する必要がなくなった個人情報は、確実に、かつ、速やかに

廃棄し、又は消去すること。 

第１１条第１項を次のように改める。 

実施機関は、個人情報取扱事務を新たに開始しようとするときは、あら

かじめ次に掲げる事項を市長に届け出るとともに、その届け出た事項を登

録しなければならない。 

（１） 事務の名称 

（２） 事務の目的 

（３） 組織の名称 

（４） 個人情報の記録項目 

（５） 個人情報の対象者の範囲 

（６） 個人情報の取扱責任者 

（７） その他規則で定める事項 

第３章の章名中「、削除」を削る。 

第１３条第３項を次のように改める。 

３ 実施機関は、開示請求に係る自己情報が次のいずれかに該当するときは、 

当該自己情報の全部又は一部の開示をしないことができる。 

（１） 法令等の規定により、明らかに開示することができないとされて

いるもの 

（２） 個人の評価、診断、判定及び選考に関する情報であって、本人に

知らせないことが正当であると認められるもの 

（３） 開示することにより、実施機関の公正又は適正な公務の執行に著

しい支障が生ずると認められるもの 

第１３条第４項中「よる開示しないことができる自己情報」の次に「（以

下「非開示情報」という。）」を加え、「開示しないことができる自己情報

の記録」を「非開示情報の記録」に改め、同条に次の１項を加える。 

５ 実施機関は、開示の請求に係る自己情報が存在しているか否かを答える

だけで、非開示情報を開示することとなるときは、当該自己情報の存否を

明らかにしないで、当該開示の請求を拒否することができる。この場合に

おいて、実施機関は、実施機関が定めるところによりその旨を審査会に報

告しなければならない。 
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第１４条第１項を次のように改める。 

開示請求をしようとする者は、実施機関に対して、本人又はその法定代

理人等であることを明らかにして、次に掲げる事項を記載した請求書を提

出しなければならない。 

（１） 氏名及び住所 

（２） 請求に係る自己情報を特定するために必要な事項 

（３） 前２号に掲げるもののほか、実施機関が定める事項 

第１５条の見出しを「（開示請求に対する決定等）」に改め、同条第１項

中「開示する旨又は開示しない旨の決定」を「全部若しくは一部を開示する

旨の決定をし、又は全部を開示しないとき（第１３条第５項の規定により当

該開示請求を拒否するとき及び当該自己情報を保有していないときを含む。

以下この条において同じ。）は開示しない旨の決定」に改める。 

第１６条第３項を次のように改める。 

３ 自己情報の開示は、当該自己情報が、文書又は図画に記録されていると

きは閲覧又は写しの交付により、電磁的記録に記録されているときはその

種別、情報化の進展状況等を勘案して実施機関が定める方法により行う。

ただし、実施機関は、自己情報を閲覧させることにより当該自己情報が汚

損され、又は破損するおそれがあるとき、第１３条第４項の規定による自

己情報の開示をするときその他やむを得ない理由があるときは、当該自己

情報を複写したものにより開示することができる。 

第１７条の見出しを「（訂正の請求）」に改め、同条第１項を次のように

改める。 

何人も、自己情報（次に掲げるものに限る。）に誤りがあると思料する

とき、又は不完全であると思料するときは、当該自己情報の全部又は一部

の訂正（追加又は削除を含む。以下同じ。）を実施機関に対して請求する

ことができる。 

（１） 第１５条第１項の規定による開示の決定（次号において「開示決

定」という。）に基づき開示を受けた自己情報 

（２） 開示決定に係る自己情報であって、第３０条第１項に規定する他

の法令等の規定により開示を受けたもの 

第１７条第２項中「又は削除」を削る。 
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第１８条の見出しを「（訂正請求の方法）」に改め、同条第１項を次のよ

うに改める。 

前条の規定により訂正請求をしようとする者は、実施機関に対して、本

人又はその法定代理人等であることを明らかにして、次に掲げる事項を記

載した請求書を提出しなければならない。 

（１） 氏名及び住所 

（２） 請求に係る自己情報を特定するために必要な事項 

（３） 前２号に掲げるもののほか、実施機関が定める事項 

第１９条の見出しを「（訂正請求に対する決定等）」に改め、同条中「又

は削除」を削る。 

第１９条の２中「又は削除」を削り、「情報照会者又は情報提供者」を「 

情報照会者若しくは情報提供者又は同条第８号に規定する条例事務関係情報

照会者若しくは条例事務関係情報提供者」に、「記録されたもの」を「記録

された者」に改める。 

 第１９条の３第１項中「措置」を「措置（以下「利用停止」という。）」

に改める。 

第１９条の５の見出しを「（利用停止請求に対する決定等）」に改める。 

第２０条第１項中「、削除」を削り、第３章中同条の次に次の１条を加え

る。 

（死者に関する特例措置） 

第２０条の２ 死者の相続人、死者の親権者であった者その他死者の個人情 

報と密接な関係を有すると実施機関が認める者（以下「相続人等」という。 

）は、別に定めるところにより、当該死者の保有個人情報の開示、訂正及

び利用停止の請求をすることができる。 

２ 前項の請求をする場合においては、本条例中自己情報の開示、訂正及び

利用停止の規定を準用する。この場合において、これらの規定中「本人」

とあるのは「相続人等」と、「自己情報」とあるのは「死者の保有個人情

報」と読み替えるものとする。 

第２２条第１項及び第３０条第１項中「、削除」を削る。 

第３３条中「特定の個人情報」を「特定の保有個人情報」に改める。 

第３４条及び第３８条中「個人情報」を「保有個人情報」に改める。 
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附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議第３号 

 

   瑞浪市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

 

瑞浪市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を次のように制

定するものとする。 

 

  平成３０年２月２６日 提出 

 

                   瑞浪市長 水 野 光 二 

 

 

瑞浪市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

 瑞浪市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年条例第４０号）の一部を

次のように改正する。 

 第２条中「同法第３６条」を「これらの規定を同法第３６条第８項」に、

「及び第３６条」を「及び第３６条第８項」に改める。 

第５条第３項中「、第１号」の次に「又は第３号から第６号までのいずれ

か」を加え、「３３３円を」を「１人につき２１７円を」に改め、「２６７

円（非常勤消防団員等に第１号に該当する者がない場合には、そのうち１人

については」及び「）を、第３号から第６号までの一に該当する扶養親族に

ついては１人につき２１７円（非常勤消防団員等に第１号に該当する者及び

第２号に該当する扶養親族がない場合には、そのうち１人については３００

円）」を削る。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の瑞浪市消防団員等公務災害補償条例第５条第３

項の規定は、この条例の施行の日以後に支給すべき事由の生じた瑞浪市消
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防団員等公務災害補償条例同条第１項に規定する損害補償（以下「損害補

償」という。）並びに同日前に支給すべき事由の生じた同日以後の期間に

係る同条例第４条第３号に規定する傷病補償年金、同条第４号アに規定す

る障害補償年金及び同条第６号アに規定する遺族補償年金（以下「傷病補

償年金等」という。）について適用し、同日前に支給すべき事由の生じた

損害補償（傷病補償年金等を除く。）及び同日前に支給すべき事由の生じ

た同日前の期間に係る傷病補償年金等については、なお従前の例による。 
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議第４号 

 

   瑞浪市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 瑞浪市手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 

 

  平成３０年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

   瑞浪市手数料条例の一部を改正する条例 

 瑞浪市手数料条例（平成１２年条例第６号）の一部を次のように改正する。 

 別表９の部３の項金額の欄ウ中「５３万円」を「５７万円」に改め、同欄

エ中「８３万円」を「８８万円」に、「１０１万円」を「１０７万円」に、

「１１２万円」を「１２０万円」に、「１４２万円」を「１５２万円」に、

「１６６万円」を「１７８万円」に、「３８８万円」を「４０７万円」に、

「５１０万円」を「５３４万円」に、「６２９万円」を「６４９万円」に改

め、同欄オ中「１１３万円」を「１１８万円」に、「１３４万円」を「１４

１万円」に、「１５０万円」を「１５８万円」に、「１８３万円」を「１９

４万円」に、「２１４万円」を「２２６万円」に、「４３５万円」を「４５

５万円」に、「５５７万円」を「５８２万円」に、「６７７万円」を「７０

７万円」に改め、同欄カ中「５７５万円」を「５９３万円」に、「７２５万 

円」を「７４７万円」に、「１，０７０万円」を「１，０９０万円」に改め、 

同部１５の項金額の欄ウ中「４１万円」を「４２万円」に、「５４万円」を

「５６万円」に、「７０万円」を「７３万円」に、「９２万円」を「９６万

円」に、「１０４万円」を「１０９万円」に、「１６０万円」を「１６６万

円」に、「１８２万円」を「１９０万円」に、「２０３万円」を「２１２万

円」に改め、同欄エ中「４９万円」を「５３万円」に、「６３万円」を「６

８万円」に、「９９万円」を「１０３万円」に、「１３１万円」を「１４１

万円」に、「１７２万円」を「１７８万円」に、「３３２万円」を「３４３
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万円」に、「４０６万円」を「４１９万円」に、「４６５万円」を「４８０

万円」に改め、同欄オ中「９１０万円」を「９３２万円」に、「１，２４０

万円」を「１，２６０万円」に、「１，７００万円」を「１，７３０万円」

に改め、同部１７の項金額の欄ア中「３１万円」を「３２万円」に、「４３

万円」を「４６万円」に、「７２万円」を「７５万円」に、「９６万円」を

「１０２万円」に、「１２１万円」を「１３０万円」に、「２９５万円」を

「３１５万円」に、「３６２万円」を「３８７万円」に、「４１７万円」を

「４４６万円」に改め、同欄イ中「２６６万円」を「２６９万円」に、「３

１９万円」を「３２３万円」に、「４７９万円」を「４８３万円」に改め、

同欄ウ中「７万円」を「７０，０００円」に改め、同表１１の部８の項金額

の欄イ中「１８０円」を「１６０円」に改め、同欄ウ中「２２０円」を「２

１０円」に、「４円を加えた額」を「３円を加えた額」に改め、同欄エ中「 

９０円」を「８０円」に改め、同表１２の部１３の項中「１９，０００円」

を「１７，０００円」に改める。 

   附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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議第５号 

 

瑞浪市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例の制定につ

いて 

 

瑞浪市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例を次のように制

定するものとする。 

 

平成３０年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 

 

 

瑞浪市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例 

瑞浪市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年条例第９号）の一部を次

のように改正する。 

第３条第２号中「第５５条第１項」の次に「（法第５５条の２第２項にお

いて準用する場合を含む。）」を加え、「同項」を「法第５５条第１項」に

改め、同条第３号中「第５５条第２項第１号」の次に「（法第５５条の２第

２項において準用する場合を含む。）」を加え、同条第４号中「第５５条第

２項第２号」の次に「（法第５５条の２第２項において準用する場合を含む。 

）」を加え、「最後に行った同号」を「最後に行った法第５５条第２項第２

号」に改め、同条に次の１号を加える。 

（５） 法第５５条の２第１項の規定の適用を受ける被保険者であって、 

国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第１１６条の２第１項及

び第２項の規定の適用を受け、これらの規定により本市に住所を有する

ものとみなされた国民健康保険の被保険者であった被保険者 

附則中第２条を削り、第３条を第２条とする。 

附 則 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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議第６号 

 

   瑞浪市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 瑞浪市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとす

る。 

 

  平成３０年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 

 

 

   瑞浪市介護保険条例の一部を改正する条例 

瑞浪市介護保険条例（平成１２年条例第１６号）の一部を次のように改正

する。 

第２条第１項中「平成２７年度から平成２９年度まで」を「平成３０年度

から平成３２年度まで」に改め、同項第１号中「２９，４００円」を「３０，

５４０円」に改め、同項第２号及び第３号中「４４，２００円」を「４５，

８１０円」に改め、同項第４号中「５３，０００円」を「５４，９７０円」

に改め、同項第５号中「５８，９００円」を「６１，０８０円」に改め、同

項第６号中「７０，７００円」を「７３，３００円」に改め、同号ア中「と

いう。）」の次に「（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第３３条

の４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４

条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項又は第３６条の規定の

適用がある場合には、当該合計所得金額から令第３８条第４項に規定する特

別控除額を控除して得た額とする。以下この項において同じ。）」を加え、

同項第７号中「７６，６００円」を「７９，４００円」に改め、同号ア中「 

１９０万円」を「２００万円」に改め、同項第８号中「８８，３００円」を

「９１，６２０円」に改め、同号ア中「２９０万円」を「３００万円」に改

め、同項第９号中「１００，１００円」を「１０３，８４０円」に改め、同

項第１０号中「１０３，１００円」を「１０６，８９０円」に改め、同条第
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２項を次のように改める。 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る

平成３０年度から平成３２年度までの各年度における保険料率は、同号の

規定にかかわらず、２７，４９０円とする。 

 第１５条中「第１号被保険者」を「被保険者」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の瑞浪市介護保険条例（以下「新条例」という。） 

第２条の規定は、平成３０年度分の保険料から適用し、平成２９年度以前

の年度分の保険料については、なお従前の例による。 

 （平成２７年度から平成２９年度までの保険料率の特例） 

３ 新条例第２条第１項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の

減額賦課に係る平成２７年度から平成２９年度までの保険料率は、同号の

規定にかかわらず、２６，５００円とする。 
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議第７号 

 

瑞浪市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営等に関する基準を定

める条例の制定について 

 

瑞浪市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営等に関する基準を定める

条例を次のように制定するものとする。 

 

  平成３０年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 

 

 

瑞浪市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営等に関する基準を定

める条例 

目次 

第１章 総則（第１条―第４条） 

第２章 人員に関する基準（第５条・第６条） 

第３章 運営に関する基準（第７条―第３２条） 

第４章 基準該当居宅介護支援に関する基準（第３３条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」と

いう。）第４７条第１項第１号、第７９条第２項第１号（法第７９条の２

第４項において準用する場合を含む。以下同じ。）並びに第８１条第１項

及び第２項の規定に基づき、指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営等

に関する基準を定めるものとする。 

（用語の意義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法及び指定居宅介護支援等の事業 

の人員及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３８号）の例による。 

-14-



（指定居宅介護支援事業者の指定等に関する基準） 

第３条 指定居宅介護支援事業者の指定又は指定の更新に関する基準として

法第７９条第２項第１号の条例で定める者は、法人とする。 

（基本方針） 

第４条 指定居宅介護支援の事業は、要介護状態となった場合においても、

その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立し

た日常生活を営むことができるように配慮して行われるものでなければな

らない。 

２ 指定居宅介護支援の事業は、利用者の心身の状況、その置かれている環

境等に応じて、利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉

サービスが、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮

して行われるものでなければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供に当たっては、利

用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供

される指定居宅サービス等が特定の種類又は特定の指定居宅サービス事業

者に不当に偏することのないよう、公正中立に行われなければならない。 

４ 指定居宅介護支援事業者は、事業の運営に当たっては、市町村（特別区

を含む。以下同じ。）、法第１１５条の４６第１項に規定する地域包括支

援センター、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の７の２

に規定する老人介護支援センター、他の指定居宅介護支援事業者、指定介

護予防支援事業者、介護保険施設、障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５１条の１７第

１項第１号に規定する指定特定相談支援事業者等との連携に努めなければ

ならない。 

   第２章 人員に関する基準 

（従業者の員数） 

第５条 指定居宅介護支援事業者は、当該指定に係る事業所（以下「指定居

宅介護支援事業所」という。）ごとに１以上の員数の指定居宅介護支援の

提供に当たる介護支援専門員であって常勤であるものを置かなければなら

ない。 

２ 前項に規定する員数の基準は、利用者の数が３５又はその端数を増すご
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とに１とする。 

（管理者） 

第６条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに常勤の

管理者を置かなければならない。 

２ 前項に規定する管理者は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第

３６号）第１４０条の６６第１号イ（３）に規定する主任介護支援専門員

でなければならない。 

３ 第１項に規定する管理者は、専らその職務に従事する者でなければなら

ない。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

（１） 管理者がその管理する指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員

の職務に従事する場合 

（２） 管理者が同一敷地内にある他の事業所の職務に従事する場合（そ

の管理する指定居宅介護支援事業所の管理に支障がない場合に限る。） 

  第３章 運営に関する基準 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第７条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、

あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、第２１条に規定する運営規

程の概要その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要

事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申

込者の同意を得なければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あ

らかじめ、居宅サービス計画が第４条に規定する基本方針及び利用者の希

望に基づき作成されるものであり、利用者は複数の指定居宅サービス事業

者等を紹介するよう求めることができること等につき説明を行い、理解を

得なければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あ

らかじめ、利用者又はその家族に対し、利用者について、病院又は診療所

に入院する必要が生じた場合には、当該利用者に係る介護支援専門員の氏

名及び連絡先を当該病院又は診療所に伝えるよう求めなければならない。 

４ 指定居宅介護支援事業者は、利用申込者又はその家族からの申出があっ

た場合には、第１項の規定による文書の交付に代えて、第６項で定めると

-16-



ころにより、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記す

べき重要事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術

を利用する方法であって次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方

法」という。）により提供することができる。この場合において、当該指

定居宅介護支援事業者は、当該文書を交付したものとみなす。 

（１） 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの 

ア 指定居宅介護支援事業者の使用に係る電子計算機と利用申込者又は

その家族の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて

送信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録

する方法 

イ 指定居宅介護支援事業者の使用に係る電子計算機に備えられたファ

イルに記録された第１項に規定する重要事項を電気通信回線を通じて

利用申込者又はその家族の閲覧に供し、当該利用申込者又はその家族

の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該重要事項を記録

する方法（電磁的方法による提供を受ける旨の承諾又は受けない旨の

申出をする場合にあっては、指定居宅介護支援事業者の使用に係る電

子計算機に備えられたファイルにその旨を記録する方法） 

（２） 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法に

より一定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製する

ファイルに第１項に規定する重要事項を記録したものを交付する方法 

５ 前項に掲げる方法は、利用申込者又はその家族がファイルへの記録を出

力することによる文書を作成することができるものでなければならない。 

６ 第４項第１号の「電子情報処理組織」とは、指定居宅介護支援事業者の

使用に係る電子計算機と、利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算

機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。 

７ 指定居宅介護支援事業者は、第４項の規定により第１項に規定する重要

事項を提供しようとするときは、あらかじめ、当該利用申込者又はその家

族に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書

又は電磁的方法による承諾を得なければならない。 

（１） 第４項各号に規定する方法のうち指定居宅介護支援事業者が使用

するもの 
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（２） ファイルへの記録の方式 

８ 前項の規定による承諾を得た指定居宅介護支援事業者は、当該利用申込

者又はその家族から文書又は電磁的方法により電磁的方法による提供を受

けない旨の申出があったときは、当該利用申込者又はその家族に対し、第

１項に規定する重要事項の提供を電磁的方法によってしてはならない。た

だし、当該利用申込者又はその家族が再び前項の規定による承諾をした場

合は、この限りでない。 

（提供拒否の禁止） 

第８条 指定居宅介護支援事業者は、正当な理由なく指定居宅介護支援の提

供を拒んではならない。 

（サービス提供困難時の対応） 

第９条 指定居宅介護支援事業者は、当該事業所の通常の事業の実施地域（ 

当該指定居宅介護支援事業所が通常時に指定居宅介護支援を提供する地域

をいう。以下同じ。）等を勘案し、利用申込者に対し自ら適切な指定居宅

介護支援を提供することが困難であると認めた場合は、他の指定居宅介護

支援事業者の紹介その他の必要な措置を講じなければならない。 

（受給資格等の確認） 

第１０条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供を求められ

た場合には、その者の提示する被保険者証によって、被保険者資格、要介

護認定の有無及び要介護認定の有効期間を確かめるものとする。 

（要介護認定の申請に係る援助） 

第１１条 指定居宅介護支援事業者は、被保険者の要介護認定に係る申請に 

ついて、利用申込者の意思を踏まえ、必要な協力を行わなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、要

介護認定を受けていない利用申込者については、要介護認定の申請が既に

行われているかどうかを確認し、申請が行われていない場合は、当該利用

申込者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行

わなければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、要介護認定の更新の申請が、遅くとも当該

利用者が受けている要介護認定の有効期間の満了日の３０日前には行われ

るよう、必要な援助を行わなければならない。 
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（身分を証する書類の携行） 

第１２条 指定居宅介護支援事業者は、当該指定居宅介護支援事業所の介護

支援専門員に身分を証する書類を携行させ、初回訪問時及び利用者又はそ

の家族から求められたときは、これを提示すべき旨を指導しなければなら

ない。 

（利用料等の受領） 

第１３条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援（法第４６条第４

項の規定に基づき居宅介護サービス計画費（法第４６条第２項に規定する

居宅介護サービス計画費をいう。以下同じ。）が当該指定居宅介護支援事

業者に支払われる場合に係るものを除く。）を提供した際にその利用者か

ら支払を受ける利用料（居宅介護サービス計画費の支給の対象となる費用

に係る対価をいう。以下同じ。）と、居宅介護サービス計画費の額との間

に、不合理な差額が生じないようにしなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、前項の利用料のほか、利用者の選定により

通常の事業の実施地域以外の地域の居宅を訪問して指定居宅介護支援を行 

う場合には、それに要した交通費の支払を利用者から受けることができる。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、前項に規定する費用の額に係るサービスの

提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービ

スの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければならな

い。 

（保険給付の請求のための証明書の交付） 

第１４条 指定居宅介護支援事業者は、提供した指定居宅介護支援について

前条第１項の利用料の支払を受けた場合は、当該利用料の額等を記載した

指定居宅介護支援提供証明書を利用者に対して交付しなければならない。 

（指定居宅介護支援の基本取扱方針） 

第１５条 指定居宅介護支援は、要介護状態の軽減又は悪化の防止に資する

よう行われるとともに、医療サービスとの連携に十分配慮して行われなけ

ればならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、自らその提供する指定居宅介護支援の質の

評価を行い、常にその改善を図らなければならない。 

 （指定居宅介護支援の具体的取扱方針） 
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第１６条 指定居宅介護支援の方針は、第４条の規定する基本方針及び前条

に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとする。 

（１） 指定居宅介護支援事業所の管理者は、介護支援専門員に居宅サー 

ビス計画の作成に関する業務を担当させるものとする。 

（２） 指定居宅介護支援の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨

とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理

解しやすいように説明を行う。 

（３） 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、利用 

者の自立した日常生活の支援を効果的に行うため、利用者の心身又は家 

族の状況等に応じ、継続的かつ計画的に指定居宅サービス等の利用が行 

われるようにしなければならない。 

 （４） 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、利用 

者の日常生活全般を支援する観点から、介護給付等対象サービス（法第

２４条第２項に規定する介護給付等対象サービスをいう。以下同じ。）

以外の保健医療サービス又は福祉サービス、当該地域の住民による自発

的な活動によるサービス等の利用も含めて居宅サービス計画上に位置付

けるよう努めなければならない。 

（５） 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成の開始に当たっては、 

利用者によるサービスの選択に資するよう、当該地域における指定居宅

サービス事業者等に関するサービスの内容、利用料等の情報を適正に利

用者又はその家族に対して提供するものとする。 

（６） 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成に当たっては、適切

な方法により、利用者について、その有する能力、既に提供を受けてい

る指定居宅サービス等のその置かれている環境等の評価を通じて利用者

が現に抱える問題点を明らかにし、利用者が自立した日常生活を営むこ

とができるように支援する上で解決すべき課題を把握しなければならな

い。 

（７） 介護支援専門員は、前号に規定する解決すべき課題の把握（以下

「アセスメント」という。）に当たっては、利用者の居宅を訪問し、利 

用者及びその家族に面接して行わなければならない。この場合において、 

介護支援専門員は、面接の趣旨を利用者及びその家族に対して十分に説
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明し、理解を得なければならない。 

（８） 介護支援専門員は、利用者の希望及び利用者についてのアセスメ

ントの結果に基づき、利用者の家族の希望及び当該地域における指定居

宅サービス等が提供される体制を勘案して、当該アセスメントにより把

握された解決すべき課題に対応するための最も適切なサービスの組合せ

について検討し、利用者及びその家族の生活に対する意向、総合的な援

助の方針、生活全般の解決すべき課題、提供されるサービスの目標及び

その達成時期、サービスの種類、内容及び利用料並びにサービスを提供

する上での留意事項等を記載した居宅サービス計画の原案を作成しなけ

ればならない。 

（９） 介護支援専門員は、サービス担当者会議（介護支援専門員が居宅

サービス計画の作成のために、利用者及びその家族の参加を基本としつ

つ、居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅サービス等の担当者 

（以下この条において「担当者」という。）を召集して行う会議をいう。 

以下同じ。）の開催により、利用者の状況等に関する情報を担当者と共

有するとともに、当該居宅サービス計画の原案の内容について、担当者

から、専門的な見地からの意見を求めるものとする。ただし、利用者（ 

末期の悪性腫瘍の患者に限る。）の心身の状況等により、主治の医師又

は歯科医師（以下この条において「主治の医師等」という。）の意見を

勘案して必要と認める場合その他のやむを得ない理由がある場合につい

ては、担当者に対する照会等により意見を求めることができるものとす

る。 

（１０） 介護支援専門員は、居宅サービス計画の原案に位置付けた指定 

居宅サービス等について、保険給付の対象となるかどうかを区分した上 

で、当該居宅サービス計画の原案の内容について利用者又はその家族に 

対して説明し、文書により利用者の同意を得なければならない。 

（１１） 介護支援専門員は、居宅サービス計画を作成した際には、当 

該居宅サービス計画を利用者及び担当者に交付しなければならない。 

（１２） 介護支援専門員は、居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サ 

ービス事業者等に対して、訪問介護計画（岐阜県指定居宅サービス等の

事業の人員、設備及び運営等に関する基準を定める条例（平成２４年岐
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阜県条例第７７号。以下「指定居宅サービス等基準条例」という。）第

２４条第１項に規定する訪問介護計画をいう。）等指定居宅サービス等

基準条例において位置付けられている計画の提出を求めるものとする。 

（１３） 介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成後、居宅サービス 

計画の実施状況の把握（利用者についての継続的なアセスメントを含む。 

 ）を行い、必要に応じて居宅サービス計画の変更、指定居宅サービス事

業者等との連絡調整その他の便宜の提供を行うものとする。 

（１４） 介護支援専門員は、指定居宅サービス事業者等から利用者に係

る情報の提供を受けたときその他必要と認めるときは、利用者の服薬状

況、口腔機能その他の利用者の心身又は生活の状況に係る情報のうち必

要と認めるものを、利用者の同意を得て主治の医師若しくは歯科医師又

は薬剤師に提供するものとする。 

（１５） 介護支援専門員は、第１３号に規定する実施状況の把握（以下

「モニタリング」という。）に当たっては、利用者及びその家族、指定居

宅サービス事業者等との連絡を継続的に行うこととし、特段の事情のな

い限り、次に定めるところにより行わなければならない。 

ア 少なくとも１月に１回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接する

こと。 

イ 少なくとも１月に１回、モニタリングの結果を記録すること。 

（１６） 介護支援専門員は、次に掲げる場合においては、サービス担当

者会議の開催により、居宅サービス計画の変更の必要性について、担当

者から、専門的な見地からの意見を求めるものとする。ただし、やむを

得ない理由がある場合については、担当者に対する照会等により意見を

求めることができるものとする。 

ア 要介護認定を受けている利用者が法第２８条第２項に規定する要介

護更新認定を受けた場合 

イ 要介護認定を受けている利用者が法第２９条第１項に規定する要介

護状態区分の変更の認定を受けた場合 

（１７） 第３号から第１２号までの規定は、第１３号に規定する居宅サ

ービス計画の変更について準用する。 

（１８） 介護支援専門員は、適切な保健医療サービス及び福祉サービス
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が総合的かつ効率的に提供された場合においても、利用者がその居宅に

おいて日常生活を営むことが困難となったと認める場合又は利用者が介

護保険施設への入院又は入所を希望する場合には、介護保険施設への紹

介その他の便宜の提供を行うものとする。 

 （１９） 介護支援専門員は、介護保険施設等から退院又は退所しようと

する要介護者から依頼があった場合には、居宅における生活へ円滑に移

行できるよう、あらかじめ、居宅サービス計画の作成等の援助を行うも

のとする。 

 （２０） 介護支援専門員は、居宅サービス計画に厚生労働大臣が定める

回数以上の訪問介護（厚生労働大臣が定めるものに限る。以下この号に

おいて同じ。）を位置付ける場合にあっては、その利用の妥当性を検討 

し、当該居宅サービス計画に訪問介護が必要な理由を記載するとともに、 

当該居宅サービス計画を市に届け出なければならない。 

（２１） 介護支援専門員は、利用者が訪問看護、通所リハビリテーショ

ン等の医療サービスの利用を希望している場合その他必要な場合には、

利用者の同意を得て主治の医師等の意見を求めなければならない。 

（２２） 前号の場合において、介護支援専門員は、居宅サービス計画を

作成した際には、当該居宅サービス計画を主治の医師等に交付しなけれ

ばならない。 

 （２３） 介護支援専門員は、居宅サービス計画に訪問看護、通所リハビ

リテーション等の医療サービスを位置付ける場合にあっては、当該医療

サービスに係る主治の医師等の指示がある場合に限りこれを行うものと

し、医療サービス以外の指定居宅サービス等を位置付ける場合にあって

は、当該指定居宅サービス等に係る主治の医師等の医学的観点からの留

意事項が示されているときは、当該留意点を尊重してこれを行うものと

する。 

 （２４） 介護支援専門員は、居宅サービス計画に短期入所生活介護又は

短期入所療養介護を位置付ける場合にあっては、利用者の居宅における

自立した日常生活の維持に十分に留意するものとし、利用者の心身の状

況等を勘案して特に必要と認められる場合を除き、短期入所生活介護及

び短期入所療養介護を利用する日数が要介護認定の有効期間のおおむね
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半数を超えないようにしなければならない。 

（２５） 介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用具貸与を位置付

ける場合にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該計画に福祉用具

貸与が必要な理由を記載するとともに、必要に応じて随時サービス担当

者会議を開催し、継続して福祉用具貸与を受ける必要性について検証を

した上で、継続して福祉用具貸与を受ける必要がある場合にはその理由

を居宅サービス計画に記載しなければならない。 

（２６） 介護支援専門員は、居宅サービス計画に特定福祉用具販売を位

置付ける場合にあっては、その利用の妥当性を検討し、当該計画に特定

福祉用具販売が必要な理由を記載しなければならない。 

（２７） 介護支援専門員は、利用者が提示する被保険者証に、法第７３

条第２項に規定する認定審査会意見又は法第３７条第１項の規定による

指定に係る居宅サービス若しくは地域密着型サービスの種類についての

記載がある場合には、利用者にその趣旨（同条第１項の規定による指定

に係る居宅サービス若しくは地域密着型サービスの種類については、そ

の変更の申請ができることを含む。）を説明し、理解を得た上で、その

内容に沿って居宅サービス計画を作成しなければならない。 

（２８） 介護支援専門員は、要介護認定を受けている利用者が要支援認

定を受けた場合には、指定介護予防支援事業者と当該利用者に係る必要

な情報を提供する等の連携を図るものとする。 

（２９） 指定居宅介護支援事業者は、法第１１５条の２３第３項の規定

に基づき、指定介護予防支援事業者から指定介護予防支援の業務の委託

を受けるに当たっては、その業務量等を勘案し、当該指定居宅介護支援

事業者が行う指定居宅介護支援の業務が適正に実施できるよう配慮しな

ければならない。 

（３０） 指定居宅介護支援事業者は、法第１１５条の４８第４項の規定

に基づき、同条第１項に規定する会議から、同条第２項の検討を行うた

めの資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力の求めがあった

場合には、これに協力するよう努めなければならない。 

（法定代理受領サービスに係る報告） 

第１７条 指定居宅介護支援事業者は、毎月、市（法第４１条第１０項の規
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定により同条第９項の規定による審査及び支払に関する事務を国民健康保

険団体連合会（国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第４５条第

５項に規定する国民健康保険団体連合会をいう。以下同じ。）に委託して

いる場合にあっては、当該国民健康保険団体連合会）に対し、居宅サービ

ス計画において位置付けられている指定居宅サービス等のうち法定代理受

領サービス（法第４１条第６項の規定により居宅介護サービス費が利用者

に代わり当該指定居宅サービス事業者に支払われる場合の当該居宅介護サ

ービス費に係る指定居宅サービスをいう。）として位置付けたものに関す

る情報を記載した文書を提出しなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、居宅サービス計画に位置付けられている基

準該当居宅サービスに係る特例居宅介護サービス費の支給に係る事務に必

要な情報を記載した文書を、市（当該事務を国民健康保険団体連合会に委

託している場合にあっては、当該国民健康保険団体連合会）に対して提出

しなければならない。 

（利用者に対する居宅サービス計画等の書類の交付） 

第１８条 指定居宅介護支援事業者は、利用者が他の居宅介護支援事業者の

利用を希望する場合、要介護認定を受けている利用者が要支援認定を受け

た場合その他利用者からの申出があった場合には、当該利用者に対し、直

近の居宅サービス計画及びその実施状況に関する書類を交付しなければな

らない。 

（利用者に関する市への通知） 

第１９条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援を受けている利用

者が次の各号のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその

旨を市に通知しなければならない。 

（１） 正当な理由なしに介護給付等対象サービスの利用に関する指示に

従わないこと等により、要介護状態の程度を増進させたと認められると

き。 

（２） 偽りその他不正の行為によって保険給付の支給を受け、又は受け

ようとしたとき。 

（管理者の責務） 

第２０条 指定居宅介護支援事業所の管理者は、当該指定居宅介護支援事業
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所の介護支援専門員その他の従業者の管理、指定居宅介護支援の利用の申

込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行わなけ

ればならない。 

２ 指定居宅介護支援事業所の管理者は、当該指定居宅介護支援事業所の介

護支援専門員その他の従業者にこの章の規定を遵守させるため必要な指揮

命令を行うものとする。 

（運営規程） 

第２１条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに、次

に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程（以下「運営規程」

という。）として次に掲げる事項を定めるものとする。 

（１） 事業の目的及び運営の方針 

（２） 職員の職種、員数及び職務内容 

（３） 営業日及び営業時間 

（４） 指定居宅介護支援の提供方法、内容及び利用料その他の費用の額 

（５） 通常の事業の実施地域 

（６） 苦情に対応するために講ずる措置に関する事項 

（７） その他運営に関する重要事項 

（勤務体制の確保） 

第２２条 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対し適切な指定居宅介護支

援を提供できるよう、指定居宅介護支援事業所ごとに介護支援専門員その

他の従業者の勤務の体制を定めておかなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに、当該指定

居宅介護支援事業所の介護支援専門員に指定居宅介護支援の業務を担当さ

せなければならない。ただし、介護支援専門員の補助の業務については、

この限りでない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員の資質の向上のために、そ

の研修の機会を確保しなければならない。 

（設備及び備品等） 

第２３条 指定居宅介護支援事業者は、事業を行うために必要な広さの区画

を有するとともに、指定居宅介護支援の提供に必要な設備及び備品等を備

えなければならない。 
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（従業者の健康管理） 

第２４条 指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員の清潔の保持及び健

康状態について、必要な管理を行わなければならない。 

（掲示） 

第２５条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所の見やすい

場所に、運営規程の概要、介護支援専門員の勤務の体制その他の利用申込

者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければなら

ない。 

（秘密保持） 

第２６条 指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員その他の従業者は、正

当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らし

てはならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員その他の従業者であった者

が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を

漏らすことのないよう、必要な措置を講じなければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の

個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用い

る場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ておかなければなら

ない。 

（広告） 

第２７条 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所について広

告をする場合においては、その内容が虚偽又は誇大なものであってはなら

ない。 

（居宅サービス事業者等からの利益収受の禁止等） 

第２８条 指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援事業所の管理者は、

居宅サービス計画の作成又は変更に関し、当該指定居宅介護支援事業所の

介護支援専門員に対して特定の居宅サービス事業者等によるサービスを位

置付けるべき旨の指示等を行ってはならない。 

２ 指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成

又は変更に関し、利用者に対して特定の居宅サービス事業者等によるサー

ビスを利用すべき旨の指示等を行ってはならない。 
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３ 指定居宅介護支援事業者及びその従業者は、居宅サービス計画の作成又

は変更に関し、利用者に対して特定の居宅サービス事業者等によるサービ

スを利用させることの対償として、当該居宅サービス事業者等から金品そ

の他の財産上の利益を収受してはならない。 

（苦情処理） 

第２９条 指定居宅介護支援事業者は、自ら提供した指定居宅介護支援又は

自らが居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス等（第６項におい

て「指定居宅介護支援等」という。）に対する利用者及びその家族からの

苦情に迅速かつ適切に対応しなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、前項の苦情を受け付けた場合は、当該苦情

の内容等を記録しなければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、自ら提供した指定居宅介護支援に関し、法

第２３条の規定により市が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求

め又は当該市の職員からの質問若しくは照会に応じ、及び利用者からの苦

情に関して市が行う調査に協力するとともに、市から指導又は助言を受け

た場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければ

ならない。 

４ 指定居宅介護支援事業者は、市からの求めがあった場合には、前項の改

善の内容を市に報告しなければならない。 

５ 指定居宅介護支援事業者は、自らが居宅サービス計画に位置付けた法第

４１条第１項に規定する指定居宅サービス又は法第４２条の２第１項に規

定する指定地域密着型サービスに対する苦情の国民健康保険団体連合会へ

の申立てに関して、利用者に対し必要な援助を行わなければならない。 

６ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援等に対する利用者からの

苦情に関して国民健康保険団体連合会が行う法第１７６条第１項第３号の

調査に協力するとともに、自ら提供した指定居宅介護支援に関して国民健

康保険団体連合会から同号の指導又は助言を受けた場合においては、当該

指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。 

７ 指定居宅介護支援事業者は、国民健康保険団体連合会からの求めがあっ

た場合には、前項の改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告しなけれ

ばならない。 
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（事故発生時の対応） 

第３０条 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の

提供により事故が発生した場合には速やかに市、利用者の家族等に連絡を

行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った

処置について記録しなければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供に

より賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行わなけれ

ばならない。 

（会計の区分） 

第３１条 指定居宅介護支援事業者は、事業所ごとに経理を区分するととも

に、指定居宅介護支援の事業の会計とその他の事業の会計とを区分しなけ

ればならない。 

（記録の整備） 

第３２条 指定居宅介護支援事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関す

る諸記録を整備しておかなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供に

関する次の各号に掲げる記録を整備し、当該記録を整備した日（第２号に

掲げる記録にあっては、当該指定居宅介護支援を提供した日の属する月の

翌々月の末日）から５年間保存しなければならない。 

（１） 第１６条第１３号に規定する指定居宅サービス事業者等との連絡

調整に関する記録 

（２） 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した居宅介護支援台帳 

ア 居宅サービス計画 

イ 第１６条第７号に規定するアセスメントの結果の記録 

ウ 第１６条第９号に規定するサービス担当者会議等の記録 

エ 第１６条第１５号に規定するモニタリングの結果の記録 

３ 第１９条の規定する市への通知に係る記録 

４ 第２９条第２項の規定する苦情の内容等の記録 

５ 第３０条第２項の規定する事故の状況及び事故に際して採った処置につ

いての記録 
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   第４章 基準該当居宅介護支援に関する基準 

（準用） 

第３３条 第４条から前条までの規定（第２９条第６項及び第７項を除く。） 

は、基準該当居宅介護支援の事業について準用する。この場合において、

第７条第１項中「第２１条」とあるのは「第３３条において準用する第２

１条」と、第１３条第１項中「指定居宅介護支援（法第４６条第４項の規

定に基づき居宅介護サービス計画費。）が当該指定居宅介護支援事業者に

支払われる場合に係るものを除く。）」とあるのは「基準該当居宅介護支

援」と、「居宅介護サービス計画費の額」とあるのは「法第４７条第３項

に規定する特例居宅介護サービス計画費の額」と読み替えるものとする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、第１６条第２

０号の規定は、平成３０年１０月１日から施行する。 

 （管理者に係る経過措置） 

２ 平成３３年３月３１日までの間は、第６条第２項の規定にかかわらず、

介護支援専門員を第６条第１項に規定する管理者とすることができる。 
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議第８号 

    

瑞浪市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を

改正する条例の制定について 

 

 瑞浪市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正

する条例を次のように制定するものとする。 

 

  平成３０年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

   瑞浪市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を

改正する条例 

 瑞浪市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和５５年

条例第４号）の一部を次のように改正する。 

     

 農業委員会の委員 

 会長 

 その他の委員 

農地利用最適化推進委員 

 

月額 

 

１８，０００円 

１６，０００円 

１６，０００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業委員会の

委員 

 会長 

 

 その他の委 

 員 

農地利用最適

化推進委員 

 

 

月額１８,０００円に、年額４８５,３３３円

以内で規則で定める額を加算した額 

月額１６,０００円に、年額４８５,３３３円

以内で規則で定める額を加算した額 

月額１６,０００円に、年額４８５,３３３円

以内で規則で定める額を加算した額 

別表中 

「 

「 

を 

」 

」 

に改める。 
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   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、平成２９年７月２０日から適用する。 
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議第９号 

 

瑞浪市中小企業小口融資条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市中小企業小口融資条例の一部を改正する条例を次のように制定する

ものとする。 

 

平成３０年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 

 

 

瑞浪市中小企業小口融資条例の一部を改正する条例 

瑞浪市中小企業小口融資条例（昭和４７年条例第４０号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第６条第１号中「１，２５０万円」を「２，０００万円」に改め、同条第

４号中「９６月」を「１０年」に改め、同条第７号を次のように改める。 

（７） 連帯保証人 協会の定めるところによる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の瑞浪市中小企業小口融資条例の規定は、この条

例の施行の日以後の融資の申込みから適用し、同日前の申込みついては、

なお従前の例による。 
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議第１０号 

 

   瑞浪市附属機関設置条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市附属機関設置条例の一部を改正する条例を次のように制定するもの

とする。 

 

  平成３０年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 

 

 

瑞浪市附属機関設置条例の一部を改正する条例 

瑞浪市附属機関設置条例（平成２８年条例第２３号）の一部を次のように

改正する。 

別表市長の部瑞浪市廃工場等指定審査委員会の項の次に次のように加える。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 （瑞浪市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

２ 瑞浪市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和５５

年条例第４号）の一部を次のように改正する。 

    「                 「景観審議会委員 

 別表中                 を 道の駅検討委員会委員 

                    」  瑞浪中央土地区画整理審 

 

     に改める。 

議会委員」 

 

瑞浪市道の駅検討委員会 道の駅の設置等に関する事項についての調

査及び審議 

景観審議会委員 

瑞浪中央土地区画整理審議会委員 
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議第１１号 

 

瑞浪市営住宅管理条例の一部を改正する条例の制定について 

 

瑞浪市営住宅管理条例の一部を改正する条例を次のように制定するものと

する。 

 

平成３０年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

   瑞浪市営住宅管理条例の一部を改正する条例 

 瑞浪市営住宅管理条例（平成９年条例第１３号）の一部を次のように改正

する。 

第１４条に次の１項を加える。 

４ 法第１６条第４項に規定する入居者に該当する者が第１項に規定する収

入の申告をすること及び第３４条第１項の規定による請求に応じることが

困難な事情にあると市長が認めるときは、第１項の規定にかかわらず、当

該入居者の市営住宅の毎月の家賃は、毎年度、当該入居者の収入及び当該

市営住宅の立地条件、規模、建設時からの経過年数その他の事項に応じ、

かつ、近傍同種の住宅の家賃以下で令第２条に規定する方法により算出し

た額とする。 

第２９条第３項中「第１項」を「第１項及び前項」に改め、同項を同条第

４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 法第１６条第４項に規定する入居者に該当する者の収入の額が第６条第

３号の金額を超え、かつ、当該入居者が、市営住宅に引き続き３年以上入

居している場合において、第１４条第１項に規定する収入の申告をするこ

と及び第３４条第１項の規定による請求に応じることが困難な事情にある

と認められるときは、第１４条第４項の規定及び第１項の規定にかかわら

ず、当該入居者の市営住宅の毎月の家賃は、毎年度、当該入居者の収入を
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勘案し近傍同種の住宅の家賃以下で、令第８条第３項に規定する方法によ

り算出した額とする。 

第３１条第１項中「第１４条第１項及び第２９条第１項」を「第１４条第

１項及び第４項並びに第２９条第１項及び第３項」に改める。 

第３４条第１項中「第１４条第１項、第２９条第１項」を「第１４条第１

項若しくは第４項、第２９条第１項若しくは第３項」に、「第２９条第３項」

を「第２９条第４項」に改める。 

第３７条及び第３８条中「第１４条第１項、第２９条第１項」を「第１４

条第１項若しくは第４項、第２９条第１項若しくは第３項」に改める。 

附  則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議第１２号 

 

   瑞浪市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 瑞浪市都市公園条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとす

る。 

 

  平成３０年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

   瑞浪市都市公園条例の一部を改正する条例 

 瑞浪市都市公園条例（昭和４９年条例第２７号）の一部を次のように改正

する。 

 目次中「第１章の２ 都市公園の設置（第２条―第２条の６）」を「第１

章の２ 都市公園の設置（第２条―第２条の７）」に改める。 

第１章の２中第２条の６の次に次の１条を加える。 

（運動施設の敷地面積の基準） 

第２条の７ 令第８条第１項の規定による条例で定める割合は、１００分の

５０とする。ただし、樽の上公園においては、１００分の７５とする。 

 第１０条を次のように改める。 

 （使用料） 

第１０条 法第５条第１項、法第６条第１項若しくは第３項又は第３条第１

項若しくは第３項の許可を受けた者は、別表第２に掲げる額の使用料をそ

の使用の許可の際納入しなければならない。ただし、市長が特別の理由が

あると認めたときは、この限りでない。 

 別表第１及び別表第２中「瑞浪市民アーチエリー場」を「瑞浪市民アーチ

ェリー場」に改める。    

   附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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議第１３号 

 

財産の取得について 

 

次のとおり財産を取得したいので、瑞浪市議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年条例第８号）第３条の規定に

より、議会の議決を求める。 

  

平成３０年２月２６日 提出 

  

瑞浪市長 水 野 光 二 

  

   

１ 取得する財産  小学校教員用パソコン １６２台 

２ 取 得 の 方 法  一般競争入札 

３ 取 得 金 額  １２，３９５，９１６円 

４ 取得の相手方  多治見市新町１丁目２３番地 

          特定非営利活動法人 東濃情報ネットワーク 

          理事長 武 長 脩 行 
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議第１４号 

 

   東濃農業共済事務組合規約の変更について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、

東濃農業共済事務組合規約を次のとおり変更することについて、同法第２９

０条の規定により議会の議決を求める。 

  

  平成３０年２月２６日提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

   東濃農業共済事務組合規約の一部を改正する規約 

 東濃農業共済事務組合規約（平成８年岐阜県指令恵総第１４９８号）の一

部を次のように改正する。 

 第３条中「農業災害補償法」を「農業保険法」に改め、「事業」の次に「 

及び農業経営収入保険事業」を加える。 

   附 則 

 この規約は、岐阜県知事の許可のあった日から施行し、平成３０年４月１

日から適用する。 
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議第１５号 

 

   市道路線の認定について 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条の規定に基づき、市道路線を

次のとおり認定するものとする。 

 

  平成３０年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

番号 
市道認定 

整理番号 
路線名 

起 点 

終 点 

重要な 

経過地 

１ １６５８ 原・東岡田線 
土岐町字原４０１番３地先 

土岐町字東岡田２０９番４地先 
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議第１６号 

 

   瑞浪市副市長の選任につき同意を求めることについて 

 

 瑞浪市副市長に次の者を選任したいので、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第１６２条の規定により議会の同意を求める。 

 

  平成３０年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

氏   名 住       所 生 年 月 日 

勝  康 弘 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ 
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議第１７号 

 

   瑞浪市公平委員会委員の選任につき同意を求めることについて 

 

 瑞浪市公平委員会委員に次の者を選任したいので、地方公務員法（昭和２

５年法律第２６１号）第９条の２第２項の規定により議会の同意を求める。 

 

  平成３０年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

 

 

氏   名 住       所 生 年 月 日 

渡 邉 勝 利 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ 
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議第１８号 

 

人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて 

 

人権擁護委員の候補者として次の者を推薦したいので、人権擁護委員法（ 

昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により議会の意見を求める。 

 

平成３０年２月２６日 提出 

  

瑞浪市長 水 野 光 二    

  

   

氏    名 住         所 生 年 月 日 

塚 本 渉 平 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ 
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議第１９号 

 

人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて 

 

人権擁護委員の候補者として次の者を推薦したいので、人権擁護委員法（ 

昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により議会の意見を求める。 

 

平成３０年２月２６日 提出 

  

瑞浪市長 水 野 光 二    

  

   

氏    名 住         所 生 年 月 日 

柴 田 洋 子 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ 
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議第２０号 

 

人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて 

 

人権擁護委員の候補者として次の者を推薦したいので、人権擁護委員法（ 

昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により議会の意見を求める。 

 

平成３０年２月２６日 提出 

  

瑞浪市長 水 野 光 二    

  

   

氏    名 住         所 生 年 月 日 

松 原 志 津 子 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ 
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議第２１号 

 

平成２９年度瑞浪市一般会計補正予算（第５号） 

 

 平成２９年度瑞浪市の一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところ

による。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ４４８，４００千

円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１６，５０５，４０

０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 既定の繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

（地方債の補正） 

第３条 既定の地方債の追加、廃止及び変更は、「第３表 地方債補正」に

よる。 

 

平成３０年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 市 税 ４，８００，６００ ８２，８００ ４，８８３，４００

1 市 民 税 ２，０１７，２００ ３０，０００ ２，０４７，２００

2 固定資産税 ２，１４１，４００ ６６，０００ ２，２０７，４００

3 軽自動車税 ９４，９９０ ４，５００ ９９，４９０

4 市たばこ税 ２５８，４００ △１８，４００ ２４０，０００

6 入 湯 税 １，５００ △６００ ９００

7 都市計画税 ２８７，１００ １，３００ ２８８，４００

3 利子割交付金 ５，０００ ３，０００ ８，０００

1
利 子 割
交 付 金

５，０００ ３，０００ ８，０００

4 配当割交付金 ２８，０００ △１１，５００ １６，５００

1
配 当 割
交 付 金

２８，０００ △１１，５００ １６，５００

7
ゴルフ場利用
税 交 付 金

１９２，０００ △１５，０００ １７７，０００

1
ゴルフ場利用
税 交 付 金

１９２，０００ △１５，０００ １７７，０００

8
自 動 車 取 得
税 交 付 金

４０，０００ ５，０００ ４５，０００

1
自動車取得
税 交 付 金

４０，０００ ５，０００ ４５，０００

10 地 方 交 付 税 ３，１１４，１７２ １１９，３６２ ３，２３３，５３４

1 地方交付税 ３，１１４，１７２ １１９，３６２ ３，２３３，５３４

12
分 担 金 及 び
負 担 金

９５，８０３ △２３，３１９ ７２，４８４

1 分 担 金 ３０，４６５ △１２，０５６ １８，４０９

2 負 担 金 ６５，３３８ △１１，２６３ ５４，０７５

13
使 用 料 及 び
手 数 料

４５９，８１７ △３７，２７４ ４２２，５４３

1 使 用 料 ２８３，１７０ △３７，２７４ ２４５，８９６

14 国 庫 支 出 金 ２，２９０，１５９ △８６，１２６ ２，２０４，０３３

1 国庫負担金 １，４２６，２２４ △３９，２７４ １，３８６，９５０

2 国庫補助金 ８５４，８３８ △４６，８５２ ８０７，９８６

15 県 支 出 金 ９６７，９８２ △５５，１９４ ９１２，７８８

1 県 負 担 金 ５３９，７０１ △２１，８８７ ５１７，８１４

2 県 補 助 金 ３４５，２２２ △２９，４４５ ３１５，７７７

3 委 託 金 ８３，０５９ △３，８６２ ７９，１９７

16 財 産 収 入 ４０７，１８４ △７，５００ ３９９，６８４

2
財 産
売 払 収 入

３１０，０６６ △７，５００ ３０２，５６６

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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(単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

17 寄 附 金 ４３，３２０ ２１，６３７ ６４，９５７

1 寄 附 金 ４３，３２０ ２１，６３７ ６４，９５７

18 繰 入 金 ４０８，１４０ △２２５，６１３ １８２，５２７

1 基金繰入金 ３９２，７６０ △２２５，２５０ １６７，５１０

2
財 産 区
繰 入 金

１５，３８０ △３６３ １５，０１７

20 諸 収 入 ３７９，７７３ △２５，５７３ ３５４，２００

3
貸 付 金
元 利 収 入

１５６，０２８ １，２１６ １５７，２４４

4 雑 入 ２１８，２６９ △２６，７８９ １９１，４８０

21 市 債 ２，１７８，９００ △１９３，１００ １，９８５，８００

1 市 債 ２，１７８，９００ △１９３，１００ １，９８５，８００

歳　　入　　合　　計 １６，９５３，８００ △４４８，４００ １６，５０５，４００
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(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 議 会 費 １６９，２４９ △４７２ １６８，７７７

1 議 会 費 １６９，２４９ △４７２ １６８，７７７

2 総 務 費 ２，４１９，５９６ ６０，３４３ ２，４７９，９３９

1 総務管理費 ２，０９５，６１５ ６１，３４３ ２，１５６，９５８

2 徴 税 費 １９６，６１８ △１，０００ １９５，６１８

3 民 生 費 ４，９９５，３０６ △１６９，２５７ ４，８２６，０４９

1 社会福祉費 ２，７６１，３３２ △４３，７７７ ２，７１７，５５５

2 児童福祉費 ２，０３４，５１２ △１２５，４８０ １，９０９，０３２

4 衛 生 費 １，３３２，７２９ △６５，８８５ １，２６６，８４４

1 保健衛生費 ３７２，４４７ △９，２１４ ３６３，２３３

2 清 掃 費 ８６８，８６０ △４８，８７１ ８１９，９８９

3 環 境 費 ９１，４２２ △７，８００ ８３，６２２

5 労 働 費 ６５，８１５ △８８９ ６４，９２６

1 労 働 諸 費 ６５，８１５ △８８９ ６４，９２６

6 農林水産業費 ２９３，１４８ △２６，１３８ ２６７，０１０

1 農 業 費 ２６７，６３３ △２３，１０２ ２４４，５３１

2 林 業 費 ２５，５１５ △３，０３６ ２２，４７９

7 商 工 費 ６１０，９０６ △２１，８００ ５８９，１０６

1 商 工 費 ６１０，９０６ △２１，８００ ５８９，１０６

8 土 木 費 １，１５７，４５８ △１０１，１９２ １，０５６，２６６

1 土木管理費 ８２，２７５ △２，０００ ８０，２７５

2 道路橋梁費 ６７７，３７２ △４７，４０４ ６２９，９６８

3 河 川 費 ３５，５１３ ２００ ３５，７１３

4 都市計画費 ２４６，９２４ △１２，００４ ２３４，９２０

5 住 宅 費 １１５，３７４ △３９，９８４ ７５，３９０

9 消 防 費 ５８４，９３５ △１３，９４０ ５７０，９９５

1 消 防 費 ５８４，９３５ △１３，９４０ ５７０，９９５
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(単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

10 教 育 費 ２，９４２，３６０ △２６，０８７ ２，９１６，２７３

1 教育総務費 ３００，７８６ ５７９ ３０１，３６５

2 小 学 校 費 ４７５，０５１ △１，６７０ ４７３，３８１

3 中 学 校 費 １，３３５，７５２ △３，５８０ １，３３２，１７２

4 幼 稚 園 費 １８８，６４８ △１，４００ １８７，２４８

5 社会教育費 ３８６，１１２ △６，４３６ ３７９，６７６

6 保健体育費 ２５６，０１１ △１３，５８０ ２４２，４３１

11 公 債 費 １，６２３，５６８ △３６，２８３ １，５８７，２８５

1 公 債 費 １，６２３，５６８ △３６，２８３ １，５８７，２８５

12 諸 支 出 金 ６２５，４３０ △７，２００ ６１８，２３０

1 公営企業費 ６２５，４３０ △７，２００ ６１８，２３０

14 災 害 復 旧 費 １１３，３００ △３９，６００ ７３，７００

1
土 木 施 設
災 害 復 旧 費

５３，１００ △１１，５００ ４１，６００

2
農林水産業施設
災 害 復 旧 費 ４４，９００ △２８，１００ １６，８００

歳　　出　　合　　計 １６，９５３，８００ △４４８，４００ １６，５０５，４００
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第 ２ 表　　繰　越　明　許　費　補　正

（単位：千円）

項

２ 総 務 費 １ 総 務 管 理 費

２ 総 務 費 １ 総 務 管 理 費

３ 民 生 費 １ 社 会 福 祉 費

６ 農林水産業費 ２ 林 業 費

８ 土 木 費 ５ 住 宅 費

１０ 教 育 費 ３ 中 学 校 費

１４ 災 害 復 旧 費 ２
農林水産業施設
災 害 復 旧 費

庁 内 Ｌ Ａ Ｎ 整 備 事 業 ５，８４９

民 間 介 護 施 設 等 整 備 補 助 事 業 ３２，０００

（追加）

款 金　　　　額事　　　　業　　　　名

旧 庁 舎 跡 地 再 整 備 事 業 １，６６０

農 業 用 施 設 補 助 災 害 復 旧 事 業 ６，０００

森 林 ・ 林 業 対 策 事 業 ５，０００

市 営 住 宅 長 寿 命 化 計 画 策 定 事 業 ３，５００

瑞 浪 北 中 学 校 施 設 整 備 事 業 ６３５，１００
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第 ３ 表　　地 方 債 補 正

（追加） （単位：千円）

普通
貸借
又は
証券
発行

（廃止） （単位：千円）

起 債 の 目 的 限度額 起債の
方法 利　　率 償 還 の 方 法

償 還 の 方 法

防 災 倉 庫 整 備 事 業

起 債 の 目 的 限度額

500

起債の
方法 利　　率

年 ３．０ ％ 以 内 （ただし、利率見
直し方式で借り入れる政府資金及び
地方公共団体金融機構資金につい
て、利率見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率）

政府資金については、その融資条
件により、銀行その他の場合には借
入先と協定し、その条件に従うもの
とする。ただし、市財政の都合により
据置期間及び償還期限を短縮し、
もしくは繰上償還又は低利に借換
することができる。

19,400

県 営 事 業 負 担 事 業

八伏線道路改良事業

狭 あ い 道 路
整 備 等 促 進 事 業

岳見高原キャン プ場
除 却 事 業

公用自動車購入事業 4,600

普通
貸借
又は
証券
発行

年 ３．０ ％ 以 内 （ただし、利率見
直し方式で借り入れる政府資金及び
地方公共団体金融機構資金につい
て、利率見直しを行った後において
は、当該見直し後の利率）

政府資金については、その融資条
件により、銀行その他の場合には借
入先と協定し、その条件に従うもの
とする。ただし、市財政の都合により
据置期間及び償還期限を短縮し、
もしくは繰上償還又は低利に借換
することができる。

旧 大 湫 小 学 校
校 舎 等 解 体 事 業 30,300

1,800

8,200

16,200

19,800

9,000

4,500

不 燃 物 最 終 処 分 場
整 備 事 業

塵 芥 収 集 車 等
購 入 事 業

中 山 間 地 域
総 合 整 備 事 業
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（変更） （単位：千円）

起債の
方法 利率

14,600

130,000

現 年 土 木 施 設
単 独 災 害 復 旧 事 業 4,100 600

現 年 土 木 施 設
補 助 災 害 復 旧 事 業 16,200 13,600

消防ポンプ自動車等
更 新 事 業 12,800 10,500

旧 陶 中 学 校 転 用
大 規 模 改 修 事 業

26,400

16,600

124,100

普通
貸借
又は
証券
発行

年 ３ ． ０ ％ 以
内 （ただし、利
率 見 直 し 方 式
で借り入れる政
府資金及 び地
方公共団 体金
融 機 構 資 金 に
ついて、利率見
直しを行った後
においては、当
該 見 直 し 後 の
利率）

県 営 急 傾 斜 地
崩 壊 対 策 負 担 事 業

稲 津 幼 児 園
大 規 模 改 修 事 業

一 般 会 計 出 資 債

県 営 た め 池 等
整 備 事 業

市 道 等 整 備
交 付 金 事 業

補正
前に
同じ

補正
前に
同じ

農 業 用 施 設
補 助 災 害 復 旧 事 業 9,600 400

防 災 行 政 無 線
更 新 事 業 5,500 1,400

瑞 浪 北 中 学 校
施 設 整 備 事 業 760,400 743,500

288,000 274,400

6,100 4,400

64,200

起 債 の 目 的
限度額 限度額

県 単 急 傾 斜 地
崩 壊 対 策 事 業 2,600 2,800

補　　正　　前 補　　正　　後

起債の
方法 利  率 償 還 の 方 法

償還の
方法

補正
前に
同じ

45,500

政府資金につい
ては、その融資条
件により、銀行そ
の他の場合には
借入先と協定し、
その条件に従うも
のとする。ただし、
市財政の都合に
より据置期間及び
償還期限を短縮
し、もしくは繰上
償還又は低利に
借換することがで
きる。

29,900
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議第２２号 

 

平成２９年度瑞浪市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号） 

 

 平成２９年度瑞浪市の後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号）は、

次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７，０５０千円を追 

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４８７，２００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、 「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

平成３０年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二 
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1
後 期 高 齢 者
医 療 保 険 料

３３７，５３５ ７，０５０ ３４４，５８５

1
後 期 高 齢 者
医 療 保 険 料

３３７，５３５ ７，０５０ ３４４，５８５

歳　　入　　合　　計 ４８０，１５０ ７，０５０ ４８７，２００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

2
後期高齢者医療
広域連合納付金 ４５３，４８５ ７，０５０ ４６０，５３５

1
後期高齢者医療
広域連合納付金 ４５３，４８５ ７，０５０ ４６０，５３５

歳    出    合    計 ４８０，１５０ ７，０５０ ４８７，２００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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議第２３号 

 

平成２９年度瑞浪市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

 

 平成２９年度瑞浪市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）は、

次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２６６，４００千

円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４，１４７，０００

千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、 「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

平成３０年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1
国 民 健 康
保 険 料

８３７，９００ △８３，６００ ７５４，３００

1
一 般 被 保 険 者
国民健康保険料 ８０１，１００ △６７，０００ ７３４，１００

2
退職被保険者等
国民健康保険料 ３６，８００ △１６，６００ ２０，２００

3 国 庫 支 出 金 ６８１，６５８ △１３，８４６ ６６７，８１２

1 国庫負担金 ５３２，９９６ △１６，４９５ ５１６，５０１

2 国庫補助金 １４８，６６２ ２，６４９ １５１，３１１

4
療 養 給 付 費
交 付 金

８１，５１０ １１，７２１ ９３，２３１

1
療養給付費
交 付 金

８１，５１０ １１，７２１ ９３，２３１

5
前 期 高 齢 者
交 付 金

１，２１８，０００ △１２，１８２ １，２０５，８１８

1
前期高齢者
交 付 金

１，２１８，０００ △１２，１８２ １，２０５，８１８

6 県 支 出 金 ２２７，８４２ △１６，３６２ ２１１，４８０

1 県 負 担 金 ２９，８９６ △４，１７８ ２５，７１８

2 県 補 助 金 １９７，９４６ △１２，１８４ １８５，７６２

7
共 同 事 業
交 付 金

９９３，４９５ △１９９，９８０ ７９３，５１５

1
共 同 事 業
交 付 金

９９３，４９５ △１９９，９８０ ７９３，５１５

8 財 産 収 入 ３７５ △３５ ３４０

1
財 産 運 用
収 入

３７５ △３５ ３４０

9 繰 入 金 ２７１，１００ △１４，８００ ２５６，３００

1
一 般 会 計
繰 入 金

２７１，１００ △１４，８００ ２５６，３００

10 繰 越 金 ９６，４００ ６２，６８４ １５９，０８４

1 繰 越 金 ９６，４００ ６２，６８４ １５９，０８４

歳　　入　　合　　計 ４，４１３，４００ △２６６，４００ ４，１４７，０００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正
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(歳　出) (単位：千円)

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 総 務 費 ７６，２８４ △５，１０８ ７１，１７６

1 総務管理費 ７６，２８４ △５，１０８ ７１，１７６

2 保 険 給 付 費 ２，５８６，２８９ △９２，４００ ２，４９３，８８９

1 療 養 諸 費 ２，２５４，８３０ △８５，８００ ２，１６９，０３０

2 高額療養費 ３１０，５５０ △６，６００ ３０３，９５０

3
後 期 高 齢 者
支 援 金 等

４４２，０４０ △１０，７０６ ４３１，３３４

1
後期高齢者
支 援 金 等

４４２，０４０ △１０，７０６ ４３１，３３４

6 介 護 納 付 金 １５１，０００ △２，５７３ １４８，４２７

1 介護納付金 １５１，０００ △２，５７３ １４８，４２７

7
共 同 事 業
拠 出 金

１，００９，８３０ △１５５，５７８ ８５４，２５２

1
共 同 事 業
拠 出 金

１，００９，８３０ △１５５，５７８ ８５４，２５２

9 基 金 積 立 金 ７２，３７５ △３５ ７２，３４０

1 基金積立金 ７２，３７５ △３５ ７２，３４０

歳　　出　　合　　計 ４，４１３，４００ △２６６，４００ ４，１４７，０００
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議第２４号 

 

平成２９年度瑞浪市水道事業会計補正予算（第１号） 

（総則） 

第１条 平成２９年度瑞浪市水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定

めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 平成２９年度瑞浪市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第

２条第２号中「４，２３３，０００ 」を「４，４２１，０００ 」に改

め、同条第３号中「１１，５９７ 」を「１２，１１２ 」に改め、同条

第４号中「３０，４００千円」を「１６，０００千円」に、「１５８，２８

６千円」を「１５０，２８６千円」に、「１０５，１２０千円」を「５８，

１２０千円」に改める。 

（収益的収入及び支出） 

第３条 予算第３条中収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

（科   目）    （既決予定額） （補正予定額）  （計） 

                        収      入 

 第１款 水道事業収益   1,122,300千円   10,000千円 1,132,300千円 

  第１項 営業収益      900,053千円   10,000千円   910,053千円 

                        支      出 

 第１款 水道事業費用   1,107,000千円  10,000千円 1,117,000千円 

  第１項 営業費用    1,062,410千円   10,000千円 1,072,410千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 予算第４条本文括弧書中「３１７，７００千円」を「２６１，３０ 

０千円」に、「１５，５０６千円」を「１１，０１１千円」に、「３０２， 

１９４千円」を「２５０，２８９千円」に改め、資本的収入及び支出の予

定額を次のとおり補正する。 

  （科   目）    （既決予定額） （補正予定額）  （計） 

                        収      入 

 第１款 資本的収入       152,900千円  △12,200千円   140,700千円 

  第３項 出資金       68,378千円   △3,500千円    64,878千円 
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第４項 補助金        50,900千円   △8,700千円    42,200千円 

                        支      出 

 第１款 資本的支出       470,600千円  △68,600千円   402,000千円 

  第１項 建設改良費    300,530千円  △69,400千円   231,130千円 

    第３項 県補助金返還金      0千円       800千円       800千円 

 

  平成３０年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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議第２５号 

 

平成２９年度瑞浪市下水道事業会計補正予算（第１号） 

（総則） 

第１条 平成２９年度瑞浪市下水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に

定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 平成２９年度瑞浪市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）

第２条第４号中「２００，０００千円」を「１６７，６００千円」に改め

る。 

（資本的収入及び支出） 

第３条 予算第４条本文括弧書中「１１，０６５千円」を「９，４０５千円」 

に、「３４４，０３５千円」を「３４５，６９５千円」に改め、資本的収

入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

  （科   目）    （既決予定額） （補正予定額）  （計） 

                       収      入 

 第１款 資本的収入     423,900千円   △44,200千円   379,700千円 

  第１項 企業債       133,300千円   △18,700千円   114,600千円 

  第２項 負担金         7,000千円    △1,800千円     5,200千円 

  第３項 出資金       178,256千円    △3,700千円   174,556千円 

  第４項 補助金       105,344千円   △20,000千円    85,344千円 

                       支      出 

 第１款 資本的支出   779,000千円   △44,200千円   734,800千円 

  第１項 建設改良費    266,566千円   △44,200千円   222,366千円 

 

平成３０年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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議第２６号 

 

平成３０年度瑞浪市一般会計予算 

 

 平成３０年度瑞浪市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１７，２４６，０００千

円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（地方債） 

第３条 法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債 

の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」 

による。 

（一時借入金） 

第４条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、２，０００，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第５条 法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１） 各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を

除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれ

らの経費の間の流用 

 

平成３０年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 市 税 ４，８５４，０００

1 市 民 税 ２，０７８，０００

2 固 定 資 産 税 ２，１５３，０００

3 軽 自 動 車 税 ９８，０００

4 市 た ば こ 税 ２３７，９９０

5 鉱 産 税 １０

6 入 湯 税 ９００

7 都 市 計 画 税 ２８６，１００

2 地 方 譲 与 税 １７３，０００

1 地 方 揮 発 油 譲 与 税 ５０，０００

2 自 動 車 重 量 譲 与 税 １２３，０００

3 利 子 割 交 付 金 １０，０００

1 利 子 割 交 付 金 １０，０００

4 配 当 割 交 付 金 １７，０００

1 配 当 割 交 付 金 １７，０００

5 株式等譲渡所得割交付金 ２３，０００

1 株式等譲渡所得割交付金 ２３，０００

6 地 方 消 費 税 交 付 金 ６６２，０００

1 地 方 消 費 税 交 付 金 ６６２，０００

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 １８０，０００

1 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 １８０，０００

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 ４５，０００

1 自 動 車 取 得 税 交 付 金 ４５，０００

9 地 方 特 例 交 付 金 ２０，０００

1 地 方 特 例 交 付 金 ２０，０００

10 地 方 交 付 税 ３，０６０，０００

1 地 方 交 付 税 ３，０６０，０００

11 交通安全対策特別交付金 ４，５００

1 交通安全対策特別交付金 ４，５００

第１表　歳 入 歳 出 予 算
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(単位：千円)

款 項 金　　額

12 分 担 金 及 び 負 担 金 ７３，３０６

1 分 担 金 １５，０５９

2 負 担 金 ５８，２４７

13 使 用 料 及 び 手 数 料 ４１９，８３７

1 使 用 料 ２５３，２９０

2 手 数 料 １６６，５４７

14 国 庫 支 出 金 ２，８７２，４８１

1 国 庫 負 担 金 １，８１９，２６２

2 国 庫 補 助 金 １，０４５，２１５

3 委 託 金 ８，００４

15 県 支 出 金 １，１５１，９５３

1 県 負 担 金 ５３９，５９２

2 県 補 助 金 ５３６，６５９

3 委 託 金 ７５，７０２

16 財 産 収 入 １００，７０４

1 財 産 運 用 収 入 ８９，９４３

2 財 産 売 払 収 入 １０，７６１

17 寄 附 金 ７１，１８０

1 寄 附 金 ７１，１８０

18 繰 入 金 ４２７，０８９

1 基 金 繰 入 金 ３９９，２１２

2 財 産 区 繰 入 金 ２７，８７７

19 繰 越 金 １００，０００

1 繰 越 金 １００，０００

20 諸 収 入 ３８５，１５０

1 延滞金、加算金及び過料 ５，９２２

2 市 預 金 利 子 ２

3 貸 付 金 元 利 収 入 １１０，２３２

4 雑 入 ２６８，９９４

21 市 債 ２，５９５，８００

1 市 債 ２，５９５，８００

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 １７，２４６，０００
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(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 議 会 費 １７２，７３７

1 議 会 費 １７２，７３７

2 総 務 費 １，６７０，９３９

1 総 務 管 理 費 １，３３５，２９０

2 徴 税 費 １８４，６８１

3 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 ７４，００９

4 選 挙 費 ５７，８８８

5 統 計 調 査 費 １１，１９５

6 監 査 委 員 費 ７，８７６

3 民 生 費 ５，０５２，９４４

1 社 会 福 祉 費 ２，６２０，４５９

2 児 童 福 祉 費 ２，２１８，９２８

3 生 活 保 護 費 ２１３，０５７

4 災 害 救 助 費 ５００

4 衛 生 費 １，３４１，５０６

1 保 健 衛 生 費 ３７２，６７４

2 清 掃 費 ８６３，３５０

3 環 境 費 １０５，４８２

5 労 働 費 ２０，４８９

1 労 働 諸 費 ２０，４８９

6 農 林 水 産 業 費 ４９０，０２２

1 農 業 費 ４６０，２６８

2 林 業 費 ２９，７５４

7 商 工 費 ４０１，７６４

1 商 工 費 ４０１，７６４

8 土 木 費 １，２１８，８５１

1 土 木 管 理 費 ７３，９１８

2 道 路 橋 梁 費 ６９１，１０６

3 河 川 費 ３７，７４９

4 都 市 計 画 費 ３１７，４７６

5 住 宅 費 ９８，６０２
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(単位：千円)

款 項 金　　額

9 消 防 費 ５９９，６６１

1 消 防 費 ５９９，６６１

10 教 育 費 ４，０４７，５４６

1 教 育 総 務 費 ２５３，６４６

2 小 学 校 費 １８１，３３３

3 中 学 校 費 ２，６０１，１６２

4 幼 稚 園 費 １９０，３４８

5 社 会 教 育 費 ３６６，３８９

6 保 健 体 育 費 ４５４，６６８

11 公 債 費 １，５８２，８０１

1 公 債 費 １，５８２，８０１

12 諸 支 出 金 ６２６，７４０

1 公 営 企 業 費 ６２６，７４０

13 予 備 費 ２０，０００

1 予 備 費 ２０，０００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 １７，２４６，０００
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

移 住 定 住 促 進 奨 励 金
（ 平 成 ３ ０ 年 度 決 定 分 ）

平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ 4 年 度 ま で

瑞 浪 市 移 住 定 住 促 進
奨 励 金 交 付 規 則
第 ４ 条 の 規 定 に よ る 額

三世代同居 ・近 居世 帯定 住奨 励金
（ 平 成 ３ ０ 年 度 決 定 分 ）

平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ４ 年 度 ま で

瑞浪市三世代同居・近居世帯
定 住 奨 励 金 交 付 規 則
第 ５ 条 の 規 定 に よ る 額

若者世帯民間賃貸住宅入居奨励金
（ 平 成 ３ ０ 年 度 決 定 分 ）

平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

瑞浪市若者世帯民間賃貸住宅
入居奨励金交付規則第４条及び
第 ５ 条 の 規 定 に よ る 額

固 定 資 産 土 地 評 価 替 業 務 委 託 料
平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で

２５,００３

地 域 福 祉 計 画 策 定 業 務 委 託 料
平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

６,４００

子 ど も ・ 子 育 て 支 援 事 業
計 画 策 定 業 務 委 託 料

平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

６,１００

が ん 検 診 等 委 託 料
平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

２３,６００

企 業 立 地 奨 励 金
（ 平 成 ３ ０ 年 度 指 定 業 者 分 ）

平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ ６ 年 度 ま で

瑞 浪 市 企 業 立 地 の 促 進
及 び 雇 用 の 拡 大 に 関 す る
条 例 第 ５ 条 の 規 定 に よ る 額

加 知 奨 学 金
（ 平 成 ３ ０ 年 度 決 定 分 ）

平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ５ 年 度 ま で

１８,０００

奨 学 金
（ 平 成 ３ ０ 年 度 決 定 分 ）

平 成 ３ １ 年 度 か ら
平 成 ３ ５ 年 度 ま で

５,４００

総 合 文 化 セ ン タ ー 電 話 機 賃 借 料 平 成 ３ １ 年 度 ７０

図 書 館 シ ス テ ム 保 守 業 務 委 託 料 平 成 ３ １ 年 度 ２,４６３

事 項
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第 ３ 表　　地　方　債

（単位：千円）

起債の方法

40,200

68,300

135,900

4,800

12,700

14,400

9,000

7,700

138,300

140,000 普通貸借

9,000 又　 　は

10,800 証券発行

4,100

4,900

2,200

14,200

5,200

15,000

3,600

1,342,000

13,500

600,000

南垣外北野線道路改良事業（辺地）

日 吉 中 学 校 転 用 改 修 事 業

限　　度　　額限　　度　　額

県 営 事 業 負 担 事 業

市 道 等 整 備 交 付 金 事 業

不 燃 物 最 終 処 分 場 整 備 事 業

県 営 た め 池 等 整 備 事 業

起　  債　  の　  目　  的

稲 津 幼 児 園 大 規 模 改 修 事 業

償 還 の 方 法利 率

一 般 会 計 出 資 債

八 伏 線 道 路 改 良 事 業

陶 幼 児 園 大 規 模 改 修 事 業

塵 芥 収 集 車 等 購 入 事 業

政府資金につ

い て は 、 そ の

融資条件によ

り、銀行その他

の場合には借

入先と協定し、

その条件に従

うものとする。

た だ し 、 市 財

政の都合によ

り据置期間及

び償還期限を

短縮し、もしく

は繰上償還又

は低利に借換

することができ

る。

中 山 間 地 域 総 合 整 備 事 業

県営急傾斜地崩壊対策負担事業

県 単 急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業

土 岐 橋 架 替 関 連 事 業

（ただし、利

率見直し方

式で借り入

れる政府資

金 及 び 地

方 公 共 団

体 金 融 機

構 資 金 に

ついて、利

率見直しを

行った後に

おいては、

当該見直し

後の利率）

年３．０ ％

以　　 内

狭 あ い 道 路 整 備 等 促 進 事 業

市 民 競 技 場 整 備 事 業

臨 時 財 政 対 策 債

消 防 団 拠 点 施 設 建 設 事 業

防 火 水 槽 設 置 事 業

瑞 浪 北 中 学 校 施 設 整 備 事 業

消 防 ポ ン プ 自 動 車 等 更 新 事 業
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議第２７号 

 

平成３０年度瑞浪市後期高齢者医療事業特別会計予算 

 

 平成３０年度瑞浪市の後期高齢者医療事業特別会計の予算は、次に定める

ところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４８９，４００千円と定

める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（一時借入金） 

第３条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、５０，０００千円と定める。 

 

平成３０年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 ３４３，８５８

1 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 ３４３，８５８

2 使 用 料 及 び 手 数 料 ４５

1 手 数 料 ４５

3 国 庫 支 出 金 １５６

1 国 庫 補 助 金 １５６

4
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 支 出 金

１４，９０１

1 委 託 金 １４，６４４

2 補 助 金 ２５７

5 繰 入 金 １２９，８００

1 一 般 会 計 繰 入 金 １２９，８００

6 繰 越 金 １００

1 繰 越 金 １００

7 諸 収 入 ５４０

1 延滞金、加算金及び過料 ４０

2 雑 入 ５００

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ４８９，４００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 総 務 費 １３，０１８

1 総 務 管 理 費 １１，０３０

2 徴 収 費 １，９８８

2
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

４６０，７３８

1
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

４６０，７３８

3 保 健 事 業 費 １４，６４４

1 健 康 保 持 増 進 事 業 費 １４，６４４

4 諸 支 出 金 ５００

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 ５００

5 予 備 費 ５００

1 予 備 費 ５００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ４８９，４００

第１表　歳 入 歳 出 予 算
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

指 定 物 品 等 購 入 費
平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

７５

情 報 処 理 業 務 委 託 料 （ 単 価 契 約 ）
平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

１，４３１

事 項
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議第２８号 

 

平成３０年度瑞浪市国民健康保険事業特別会計予算 

 

 平成３０年度瑞浪市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めると

ころによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，５０８，０００千円

と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（一時借入金） 

第３条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、５０，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第４条 法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１） 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合におけ

る同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

平成３０年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    

-72-



(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 国 民 健 康 保 険 料 ７０９，３８０

1 一般被保険者国民健康保険料 ７０３，５９０

2
退 職 被 保 険 者 等
国 民 健 康 保 険 料

５，７９０

2 使 用 料 及 び 手 数 料 ３５０

1 手 数 料 ３５０

3 県 支 出 金 ２，５０１，３１３

1 県 補 助 金 ２，５０１，３１３

県 負 担 金 ０

4 財 産 収 入 ４５６

1 財 産 運 用 収 入 ４５６

5 繰 入 金 ２８２，７００

1 一 般 会 計 繰 入 金 ２５１，７００

2 基 金 繰 入 金 ３１，０００

6 繰 越 金 １０，０００

1 繰 越 金 １０，０００

7 諸 収 入 ３，８０１

1 雑 入 ３，８０１

国 庫 支 出 金 ０

国 庫 負 担 金 ０

国 庫 補 助 金 ０

療 養 給 付 費 交 付 金 ０

療 養 給 付 費 交 付 金 ０

前 期 高 齢 者 交 付 金 ０

前 期 高 齢 者 交 付 金 ０

共 同 事 業 交 付 金 ０

共 同 事 業 交 付 金 ０

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ３，５０８，０００

第１表　歳 入 歳 出 予 算
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(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 総 務 費 ７１，２３４

1 総 務 管 理 費 ７１，２３４

2 保 険 給 付 費 ２，４５６，５０７

1 療 養 諸 費 ２，１５３，０００

2 高 額 療 養 費 ２８７，３００

3 移 送 費 １００

4 任 意 給 付 費 １６，１０７

3 国民健康保険事業費納付金 ９４５，１００

1 医 療 給 付 費 分 ６７１，１９０

2 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分 ２０６，６６０

3 介 護 納 付 金 分 ６７，２５０

4 保 健 事 業 費 ２９，０７２

1 保 健 事 業 費 ７，１４９

2 特 定 健 康 診 査 等 事 業 費 ２１，９２３

5 基 金 積 立 金 ４５６

1 基 金 積 立 金 ４５６

6 諸 支 出 金 ５，６３１

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 ５，６３１

後 期 高 齢 者 支 援 金 等 ０

後 期 高 齢 者 支 援 金 等 ０

前 期 高 齢 者 納 付 金 等 ０

前 期 高 齢 者 納 付 金 等 ０

老 人 保 健 拠 出 金 ０

老 人 保 健 拠 出 金 ０

介 護 納 付 金 ０

介 護 納 付 金 ０

共 同 事 業 拠 出 金 ０

共 同 事 業 拠 出 金 ０

予 備 費 ０

予 備 費 ０

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ３，５０８，０００
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

指 定 物 品 等 購 入 費
平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

１４０

情 報 処 理 業 務 委 託 料 （ 単 価 契 約 ）
平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

１１,５９０

国 保 デ ー タ ベ ー ス
シ ス テ ム 保 守 委 託 料

平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

３００

過 誤 調 整 ・ 歯 科 レ セ プ ト
点 検 委 託 料

平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

２,１００

３ 歳 児 母 親 チ ェ ッ ク 血 液 検 査 料
平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

９５０

３ 歳 児 母 親 チ ェ ッ ク
歯 科 医 師 派 遣 委 託 料

平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

９００

事 項
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議第２９号 

 

平成３０年度瑞浪市介護保険事業特別会計予算 

 

 平成３０年度瑞浪市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところ

による。 

 （歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３，４２２，４００千円

と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（一時借入金） 

第３条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、５０，０００千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第４条 法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１） 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合におけ

る同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

  平成３０年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 保 険 料 ７０８，００７

1 介 護 保 険 料 ７０８，００７

2 使 用 料 及 び 手 数 料 ７０

1 手 数 料 ７０

3 国 庫 支 出 金 ７７２，２４２

1 国 庫 負 担 金 ５５６，５８８

2 国 庫 補 助 金 ２１５，６５４

4 支 払 基 金 交 付 金 ８６８，６０４

1 支 払 基 金 交 付 金 ８６８，６０４

5 県 支 出 金 ４６６，５７３

1 県 負 担 金 ４４６，３４１

2 県 補 助 金 ２０，２３２

6 財 産 収 入 ２２０

1 財 産 運 用 収 入 ２２０

7 繰 入 金 ６００，６３２

1 一 般 会 計 繰 入 金 ５８８，４７０

2 基 金 繰 入 金 １２，１６２

8 繰 越 金 ４，５５０

1 繰 越 金 ４，５５０

9 諸 収 入 １，５０２

1 延滞金、加算金及び過料 １０

2 預 金 利 子 １０

3 雑 入 １，４８２

分 担 金 及 び 負 担 金 ０

負 担 金 ０

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ３，４２２，４００

第１表　歳 入 歳 出 予 算
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(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 総 務 費 １１７，４５６

1 総 務 管 理 費 ６３，７６１

2 徴 収 費 ６，３３６

3 介 護 認 定 審 査 会 費 ４７，０７９

4 趣 旨 普 及 費 ２８０

2 保 険 給 付 費 ３，０８５，９４３

1 介 護 サ ー ビ ス 等 諸 費 ２，８４１，３３２

2 介護予防サービス等諸費 ６３，３２５

3 そ の 他 諸 費 ４，１１３

4 高 額 介 護 サ ー ビ ス 等 費 ５０，１３２

5 特定入所者介護サービス等費 １１９，０２４

6
高 額 医 療 合 算
介 護 サ ー ビ ス 等 費

８，０１７

3 基 金 積 立 金 ２２０

1 基 金 積 立 金 ２２０

4 地 域 支 援 事 業 費 ２１３，２３１

1
介 護 予 防 ・ 生 活 支 援
サ ー ビ ス 事 業 費

１０３，１６６

2 一 般 介 護 予 防 事 業 費 ５０，２６５

3 包括的支援事業・任意事業費 ５９，５１２

4 そ の 他 諸 費 ２８８

5 諸 支 出 金 ４，５５０

1 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 ４，５５０

6 予 備 費 １，０００

1 予 備 費 １，０００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ３，４２２，４００
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

指 定 物 品 等 購 入 費
平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

４０６

情 報 処 理 業 務 委 託 料 （ 単 価 契 約 ）
平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

３,８００

認 定 調 査 委 託 料
平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

４,８００

訪 問 型 サ ー ビ ス Ａ 業 務 委 託 料
平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

１,０００

介 護 予 防 ケ ア マ ネ ジ メ ン ト 委 託 料
平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

２,５００

歯 科 医 師 出 務 委 託 料
（ 高 齢 者 介 護 予 防 ）

平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

７００

さ わ や か 運 動 教 室 委 託 料
平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

３,０００

理 学 療 法 士 委 託 料
平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

２４０

さ さ エ ー ル ポ イ ン ト 事 業 委 託 料
平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

１,６００

在 宅 介 護 支 援 セ ン タ ー
相 談 業 務 委 託 料

平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

４,０００

成 年 後 見 人 制 度
運 営 業 務 委 託 料

平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

３,７５０

包 括 支 援 セ ン タ ー
派 遣 業 務 委 託 料

平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

７,５００

生 活 支 援 コ ー デ ィ ネ ー タ ー
業 務 委 託 料

平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

４,０００

認 知 症 初 期 集 中 支 援 事 業
医 師 派 遣 業 務 委 託 料 （ 単 価 契 約 ）

平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

３２０

配 食 サ ー ビ ス 業 務 委 託 料
平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

４,０００

在 宅 老 人 短 期 入 所 委 託 料
平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

２５０

徘 徊 高 齢 者 位 置
確 認 業 務 委 託 料

平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

１００

事 項
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（単位：千円）

期 間 限 度 額事 項

移 送 サ ー ビ ス 業 務 委 託 料
平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

１５０

生 活 管 理 指 導 員
派 遣 業 務 委 託 料

平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

５００

軽 度 生 活 援 助 業 務 委 託 料
平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

１,５００
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議第３０号 

 

平成３０年度瑞浪市介護サービス事業特別会計予算 

 

 平成３０年度瑞浪市の介護サービス事業特別会計の予算は、次に定めると

ころによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１３，７００千円と定め

る。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（一時借入金） 

第３条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、１０，０００千円と定める。 

 

  平成３０年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 サ ー ビ ス 収 入 １０，１５１

1 予 防 給 付 費 収 入 １０，１５１

2 繰 入 金 ３，５４９

1 一 般 会 計 繰 入 金 ３，５４９

繰 越 金 ０

繰 越 金 ０

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 １３，７００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 事 業 費 １２，７００

1 居 宅 介 護 支 援 事 業 費 １２，７００

2 予 備 費 １，０００

1 予 備 費 １，０００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 １３，７００

第１表　歳 入 歳 出 予 算
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

指 定 物 品 等 購 入 費
平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

２０

居 宅 介 護 支 援 業 務 委 託 料
平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

４，２５０

事 項
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議第３１号 

 

平成３０年度瑞浪市駐車場事業特別会計予算 

 

 平成３０年度瑞浪市の駐車場事業特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４１，１００千円と定め

る。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及

び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（一時借入金） 

第３条 法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額

は、１０，０００千円と定める。 

 

平成３０年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 使 用 料 及 び 手 数 料 ４０，４００

1 使 用 料 ４０，４００

2 繰 越 金 ７００

1 繰 越 金 ７００

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ４１，１００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 金　　額

1 駐 車 場 事 業 費 ２８，３３７

1 駐 車 場 管 理 費 ２８，３３７

2 公 債 費 １１，７６３

1 公 債 費 １１，７６３

3 基 金 積 立 金 ５００

1 基 金 積 立 金 ５００

4 予 備 費 ５００

1 予 備 費 ５００

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ４１，１００

第１表　歳 入 歳 出 予 算
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第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為

（単位：千円）

期 間 限 度 額

指 定 物 品 等 購 入 費
平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

８０

駅 北 駐 車 場 等 管 理 業 務 委 託 料
平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

１，７００

浪 花 駐 車 場 管 理 業 務 委 託 料
平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

１００

浪 花 駐 車 場 管 理 機 器
保 守 点 検 業 務 委 託 料

平 成 ３ ０ 年 度 か ら
平 成 ３ １ 年 度 ま で

６００

事 項
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議第３２号 

 

平成３０年度瑞浪市水道事業会計予算 

  

（総則） 

第１条 平成３０年度瑞浪市水道事業会計の予算は、次に定めるところによ

る。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 給水件数                  １４，７００件 

（２） 年間総配水量             ４，４００，０００  

（３） 一日平均配水量               １２，０５４  

（４） 主要な建設改良事業 

白倉地区配水区変更事業        １２３，０００千円 

緊急時給水拠点確保事業         ９８，１１０千円 

配水設備改良事業           １１０，２７９千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収      入 

第１款 水道事業収益            １，１４３，３００千円 

第１項 営業収益               ９０８，４０５千円 

第２項 営業外収益              ２３４，８９５千円 

支      出 

第１款 水道事業費用            １，１２３，７００千円 

  第１項 営業費用             １，０９１，８９２千円 

  第２項 営業外費用               ２７，５８１千円 

  第３項 特別損失                   ２２７千円 

  第４項 予備費                  ４，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入

額が資本的支出額に対し不足する額３５３，６００千円は、当年度分消費

税及び地方消費税資本的収支調整額１８，８４６千円及び過年度分損益勘
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定留保資金３３４，７５４千円で補填するものとする。）。 

収      入 

 第１款 資本的収入               １６２，０００千円 

第１項 工事負担金               １３，５４０千円 

第２項 分担金                 ２３，１３７千円 

第３項 出資金                 ７９，３３０千円 

第４項 補助金                 ４５，９９３千円 

支      出 

第１款 資本的支出               ５１５，６００千円 

  第１項 建設改良費              ３４３，６２５千円 

  第２項 企業債償還金             １７１，９７５千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のと

おりと定める。 

（単位：千円） 

事  項 期  間 限 度 額 

指 定 物 品 等 購 入 費 
平成３０年度から 

平成３１年度まで 
２００ 

検 針 業 務 委 託 料 
平成３０年度から 

平成３１年度まで 
７，０００ 

水 質 検 査 等 委 託 料 
平成３０年度から 

平成３１年度まで 
７，８００ 

水 質 検 査 モ ニ タ ー 委 託 料 
平成３０年度から 

平成３１年度まで 
１，０００ 

ハ ン デ ィ タ ー ミ ナ ル 

シ ス テ ム 保 守 料 

平成３０年度から 

平成３１年度まで 
３００ 

ハ ン デ ィ タ ー ミ ナ ル 

機 器 保 守 料 

平成３０年度から 

平成３１年度まで 
１５０ 

配 水 管 事 故 賠 償 責 任 保 険 
平成３０年度から 

平成３１年度まで 
４６０ 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。 
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（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額の流用することができる場合は、次の

とおりと定める。 

（１） 収益的支出 第１款水道事業費用のうち、第 1 項営業費用、第２

項営業外費用及び第３項特別損失に係る項間の流用 

（２） 資本的支出 第１款資本的支出のうち、第１項建設改良費及び第

２項企業債償還金に係る項間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の

金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、

議会の議決を経なければならない。 

 （１） 職員給与費                ４０，６８３千円 

（他会計からの補助金） 

第９条 政策的事由による水道拡張事業経費等負担のため一般会計からこの

会計へ補助を受ける金額は、８０，４０９千円である。 

（たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、３，０００千円と定める。 

 

平成３０年２月２６日 提出 

    

瑞浪市長 水 野 光 二    
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議第３３号 

 

平成３０年度瑞浪市下水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 平成３０年度瑞浪市下水道事業会計の予算は、次に定めるところに

よる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 接続件数                  １０，１００件 

（２） 年間総処理水量             ３，９００，０００  

（３） 一日平均処理水量               １０，７００  

（４） 主要な建設改良事業 

 公共下水道管渠長寿命化事業       ３３，０００千円 

 浄化センター整備事業          ４１，０７２千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収      入 

第１款 下水道事業収益           １，２０２，２００千円 

第１項 営業収益               ５４６，２７２千円 

第２項 営業外収益              ６５５，９２８千円 

支      出 

第１款 下水道事業費用           １，２０１，２００千円 

  第１項 営業費用             １，０５２，０５９千円 

  第２項 営業外費用              １４５，８２３千円 

  第３項 特別損失                 １，３１８千円 

  第４項 予備費                  ２，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入

額が資本的支出額に対し不足する額３３７，５００千円は、当年度分消費

税及び地方消費税資本的収支調整額５，０８５千円及び当年度分損益勘定
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留保資金３３２，４１５千円で補填するものとする。）。 

収      入 

 第１款 資本的収入               ３４６，４００千円 

第１項 企業債                 ６２，７００千円 

第２項 負担金                 １７，９００千円 

第３項 出資金                ２０７，８７６千円 

第４項 補助金                 ５７，９２４千円 

支      出 

第１款 資本的支出               ６８３，９００千円 

  第１項 建設改良費              １４９，４６８千円 

  第２項 企業債償還金             ５３４，４３２千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のと

おりと定める。 

（単位：千円） 

事  項 期  間 限 度 額 

指 定 物 品 等 購 入 費 
平成３０年度から 

平成３１年度まで 
２５０ 

水洗便所等改造資金利子補給 

（ 平 成 ３ １ 年 度 分 ） 

平成３０年度から 

平成３４年度まで 
６０ 

マ ン ホ ー ル ポ ン プ 

点 検 ・ 清 掃 業 務 委 託 料 

平成３０年度から 

平成３１年度まで 
５，０００ 

脱水ケーキ処理業務委託料 
平成３０年度から 

平成３１年度まで 
６２，０００ 

薬 品 購 入 費 
平成３０年度から 

平成３１年度まで 
２１，０００ 

測 定 検 査 業 務 委 託 料 
平成３０年度から 

平成３１年度まで 
２，０００ 

月 吉 処 理 施 設 

維 持 管 理 業 務 委 託 料 

平成３０年度から 

平成３１年度まで 
５，４００ 
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 （単位：千円） 

事  項 期  間 限 度 額 

日 吉 南 部 処 理 施 設 

維 持 管 理 業 務 委 託 料 

平成３０年度から 

平成３１年度まで 
８，１００ 

大 湫 処 理 施 設 

維 持 管 理 業 務 委 託 料 

平成３０年度から 

平成３１年度まで 
４，２００ 

月 吉 ク リ ー ン セ ン タ ー 

汚 泥 引 抜 業 務 委 託 料 

平成３０年度から 

平成３１年度まで 
２，２００ 

日吉南部クリーンセンター 

汚 泥 引 抜 業 務 委 託 料 

平成３０年度から 

平成３１年度まで 
５，９００ 

大 湫 ク リ ー ン セ ン タ ー 

汚 泥 引 抜 業 務 委 託 料 

平成３０年度から 

平成３１年度まで 
８００ 

（企業債） 

第６条 企業債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次の

とおりと定める。 

 （単位：千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

下 水 道 事 業 62,700 

普通貸借 

又は 

証券発行 

年３．０%以内 

（ただし、利率見

直し方式で借り入

れる政府資金及び

地方公共団体金融

機 構 資 金 に つ い

て、利率見直しを

行った後において

は、当該見直し後

の利率） 

 政府資金について

は、その融資条件に

より、銀行その他の

場合には借入先と協

定し、その条件に従

うものとする。ただ

し、企業財政の都合

により据置期間及び

償還期限を短縮し、

もしくは繰上償還又

は低利に借換するこ

とができる。 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額の流用することができる場合は、次の

とおりと定める。 
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 （１） 収益的支出 第１款下水道事業費用のうち、第１項営業費用、第

２項営業外費用及び第３項特別損失に係る項間の流用 

 （２） 資本的支出 第１款資本的支出のうち、第１項建設改良費及び第

２項企業債償還金に係る項間の流用 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の

金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、

議会の議決を経なければならない。 

 （１） 職員給与費               １１２，０８４千円 

 （他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受け

る金額は、３９，９４１千円である。 

 

平成３０年２月２６日 提出 

 

瑞浪市長 水 野 光 二    
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